
首都直下地震被害想定と防災まちづくりの課題首都直下地震被害想定と防災まちづくりの課題
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専門：まちづくり・都市計画・防災・地域安全システム学

地域安全システム学：
地域の安全を支えるしくみと技術を開発する
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本手法によるアウトプットの例示（全国レベル~建物レベルまで）

地震火災リスク

出火率を一律
標準地域メッシュ

出火率を 律
0.00048とした場合 （第3次地域区画）

全国レベルから建物レベルまで対応
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本手法によるアウトプットの例示：出火との統合

全国レベルから建物レベルまでの計算

（数十秒程度で計算可能）

東海・東南海・南海地震（焼失率）



GISによる客観的情報（例）ー水害対策支援システムからの出力ー

地盤高 建物階数地盤高 建物階数

各建物の浸水状況最大浸水深

新しい試み：ＧＩＳを用いた「地域主体」の災害対策を考える
ワークショップ(2009.4.19)

主催：主催：
東新小岩7丁目町会が主催．
NPO，広域ゼロメートル市街地研究会は共催．
支援に回る．

参加者：参 者
東新小岩7丁目の住民
連合町会役員，周辺の町会の役員も参加

目的：
GISを用いてリスク認知，及び，対策の検討を
行う行う．

WS後の動き：
隣の町会へ展開

防災情報マッシュアップサービスの社会的な普及

• 情報共有のプラットフォームづくり

• 復旧・復興支援• 復旧 復興支援

• 自律発展型/民間企業/主体的参加

防災情報マッシュアップサービス（GDMS）研究会（会長：加藤孝明（東京大学））
http://www.disastermashup.com 無料で使えます．

首都直下地震首都直下地震
地震被害想定



首都直下地震の切迫性

（出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.6 ）

首都直下地震とは

発生確率発生確率
30年で70％と言われている．

地震調査研究推進本部「相模トラフ沿いの地震活動の長期評価」（平成16年8月23日）

読売新聞2012.1.23報道
首都直下地震の発生確率首都直下地震の発生確率

首都直下地震4年で70％！？（東大地震研）

首都 「ど か 首都直 地震が起 る確率• 首都の「どこか」で首都直下地震が起こる確率

「私が揺れる確率 は も と低• 「私が揺れる確率」は，もっと低い．
– 4年で14％，30年で70％程度

仮定：
①どこで起こるかはランダムとする．
②4年で70％の対象は100km四方．
③直下地震の影響圏は，震源から半径20km圏内
※首都直下地震4年で70%を元にした単純な数学的計算の結果です．

• 「 5km×7kmの市域に影響のある地震」は，その間くら
い

年 年– 4年で17％，30年で76%．

確率で一喜一憂？

（下図）３０年震度６弱以上の揺れが発生する確率（下図）３０年震度６弱以上の揺れが発生する確率

地震ハザードマップステーション
http://www.j‐shis.bosai.go.jp/（上図）３０年６％確率で発生する揺れの最大値



地震発生の不確実性

宮城県沖地震（30年間99%)
M7 5M7.5

死者：290名
建物全壊：約21000棟

地震被害想定とは

• 工学的に地震被害を算定し，被災時の状況を検討する「素
材」を提供する
– 被害想定結果に現れたものがすべてではない．

①蓋然性の高い地震を想定：想定地震①蓋然性の高い地震を想定 想定地震
②工学モデルにより各被害を想定

地震被害想定フローの例

想定地震：二つの地震タイプ
海溝型：海溝を形成するプレートが跳ね返って発

直下型：都市の直下を震源とする地震
生する地震

例：関東地震，東日本大震災

直下型：都市の直下を震源とする地震．
（活断層型とプレートに関係する地震）

例：阪神淡路大震災

地震被害想定とは

• 目的：地域防災計画の前提条件．「敵」を知る
– 自治体の防災対策のマスタープラン自治体の防災対策のマスタ プラン．
– 災害対策基本法に基づく法定計画

経緯• 経緯：
– H3：東京都
– H7：阪神淡路大震災H7：阪神淡路大震災
– H9：東京都
– H17：中央防災会議（国：内閣府）：直下型地震

東京都 直下型地震– H19：東京都：直下型地震
– H24：東京都：直下型地震＋海溝型（元禄関東地震）

– H24：中央防災会議（国：内閣府）も首都直下地震被害想定検
討開始．

– H 23神奈川県（津波） H23千葉県– H.23神奈川県（津波），H23千葉県
– 埼玉県，川崎市，横浜市（現在作業中）



想定される地震（想定地震）：合計18パターン
内閣府（2005）

活断層で発生する地震 活断層以外の地殻内の浅い地震活断層で発生する地震 活断層以外の地殻内の浅い地震

フィリピン海プレートと北米プレートの境界の地震

（出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.7 ）

東京湾北部地震（M7.3）の震度分布（内閣府，2005）

震度７
震度６強震度 強
震度６弱
震度５
震度４
震度３

• 都心部での震度が大きい

震度 強の区域が広域に拡がる
⇔ 阪神淡路大震災のような

（出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.7 ）震度３

• 震度6強の区域が広域に拡がる

• 震度6弱の区域は都県を越えて拡がる
（数十km圏）

阪神淡路大震災のような
線的な分布ではない．

（出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.7 ）

被害の特徴(1/2）ー首都中枢機能障害
内閣府（2005）

首都中枢機能障害1. 首都中枢機能障害

• 首都中枢施設の被災

• ライフラインインフラの被災

• 人・モノ・金・情報（データ）の被災・喪失

• 経済被害の波及が大きい

（出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.7 ）

経済被害
内閣府（2005）

参考：東日本大震災16.9兆円（内閣府2012.6.24） （出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.7 ）



被害の特徴(2/2）ー膨大な物的・人的被害

• 膨大な人的・物的被害の発生

– 揺れによる建物被害と人的被害／広域的火災延焼被害と人的被害揺れによる建物被害と人的被害／広域的火災延焼被害と人的被害

– 膨大な避難者：最大700万人

– 膨大な帰宅困難者：最大650万人膨大な帰宅困難者：最大650万人

– 交通寸断と機能支障

– 膨大な震災廃棄物：最大9,600万t震 ,

（出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.7 ）

建物被害
人的被害

（出典：内閣府首都直下専門委員会資料，2005.7 ）

東京都の新たな地震被害想定（2012.4.19発表）

東京都のホームページで報告書公開
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/assumption_h24.html

東京都の新たな地震被害想定：概要

• 想定地震
– 首都直下型：東京湾北部地震（M7.3），多摩直下地震（M7.3）

• 海溝型地震の前に頻発 ・・・・・・プレート境界の位置が浅いことが判明

– 海溝型地震：1703年元禄関東地震（1923年関東地震より大きい）（M8.2）
• 津波対策のために想定• 津波対策のために想定

• 100～200年周期

– 活断層で発生する地震：立川断層（M7.4） 数千年に１回



東京都の新たな地震被害想定：概要
想定結果の特徴：震度分布

最大震度７（赤色）の地域が出るとともに、震度６強の地域が広範囲に

震度６強以上の範囲：区部の約７割

震度６強以上の範囲：区部の約４割

東京都の新たな地震被害想定：概要
想定結果の特徴：津波

元禄関東地震 東京湾沿岸部 津波高は 満潮時 最大 も （品川区）元禄関東地震：東京湾沿岸部の津波高は、満潮時で最大でもＴ.Ｐ.２．６１ｍ（品川区）
※地盤沈下を含む。（T.P.＝東京湾平均海面）

死者などの大きな被害は生じない死者などの大きな被害は生じない

浸水想定図最大津波高とその場所 浸水想定図最大津波高とその場所

東京都の新たな地震被害想定：被害の概要

被害の概要（冬の夕方 18時・風速8m/s

参考参考：

阪神淡路大震災・東日本大震災の建物被
害：25万棟



想定条件 想定項目

地震動• 地震動
• 地盤
• 津波津波
• 建物
• 人的被害
• 交通
• ライフライン

避 者• 避難者
• 帰宅困難者

その他• その他
• 複合災害シナリオ

被害の地域分布の特徴（東京湾北部地震）：液状化

軟弱地盤は液状化する 東部低地 古い埋め立て地 谷底低地軟弱地盤は液状化する．東部低地，古い埋め立て地，谷底低地
PL値の高い地域がすべて浦安の映像のようになるわけではない

被害の地域分布の特徴（東京湾北部地震）：建物被害

東部（下町）に偏在：老朽木造が密集していること，地震動が大きいことが理由



被害の地域分布の特徴（東京湾北部地震）：火災

延焼運命共同体による方法 前回は風速15m/s

都心を取り囲むように分布
特に西部（山の手）に偏在：延焼運命共同体が大きいことが理由＝幹線道路が少ない

被害の地域分布の特徴（東京湾北部地震）：火災

延焼運命共同体による方法

被害の地域分布の特徴（東京湾北部地震）：死者 被害の地域分布の特徴（東京湾北部地震）：ライフライン

• 交通施設(道路，港湾，空港）

イ イ 物的被害から機能障害を評価 通信• ライフライン：物的被害から機能障害を評価．通信
の輻輳による通信障害等は想定していない．

• ライフラインの復旧：

• 避難者：339万人（全壊・全焼＋半壊×約5割）避難者 （ 壊 焼 半壊 約 割）

• 帰宅困難者：517万人（ある程度制御したとして）

シンガポール フィンランド デンマークの人口規模シンガポ ル，フィンランド，デンマ クの人口規模

• その他：

エレベ タ 閉じ込め 7 500件– エレベーター閉じ込め：7,500件
– 震災廃棄物：4,289万t
長周期の揺れによる被害 定性的評価揺れる– 長周期の揺れによる被害：定性的評価揺れる



被害の地域分布の特徴（東京湾北部地震）：複合被害

• 想定外への対応として深化想定外 の対応として深化

高潮＋津波• 高潮＋津波

– 津波による浸水域の拡大可能性を指摘

急傾斜被害 被災後 豪 長• 急傾斜被害＋被災後の豪雨・長雨

– 土砂崩れの二次災害

• 下水道被害・ポンプ設備被害＋被災後の豪雨・長雨：

– 被災後の内水氾濫

地震被害想定結果の読み取りにあっての留意点

• 地震被害想定で描かれる災害状況像

– 限定条件付であることを意識すべきである．

⇒ すべてを説明しつくしているわけではない．

• 工学的に解明されている事象：

精度高く想定可能– 精度高く想定可能

• 工学的に解明されていない事象 ⇒定量化されていない

• 新しい都市空間・システムの被災状況 ⇒想定されていない

• 現代の人の被災状況 ⇒想定されていない

⇒ 不確実性，誤差を含む

– 地震被害想定はあくまでも参考値．

– 地震被害想定を参考にして地域の被害状況を精度高く描き出す努力が地震被害想定を参考にして地域の被害状況を精度高く描き出す努力が
必要

「環境・人を看る目」と「想像力」が重要

「想定外」「想定以上」 の心の準備が必要– 「想定外」「想定以上」への心の準備が必要

地震被害想定の課題

• 科学の限界
– 工学的に分かるものだけ
– 不確実性＋誤差を本質的に含む

時間の限界• 時間の限界
– スピード感と拙速
地震被害想定技術・精度のデフレ– 地震被害想定技術・精度のデフレ

• 社会の限界社会の限界
– 瞬間的な反応⇒むしろ持続性が重要
– 行う側（行政，学術）：「想定外」恐怖症

被害想定結 向• 被害想定結果のインフレ？傾向

– 見る側（市民）：あきらめ感の醸成
• 最適なソリューションは「起こらないことを祈る」最適なソリュ ションは 起こらないことを祈る」

地震被害想定の今後の課題

• 当面の対策目標としての地震被害想定当面の対策目標としての地震被害想定

現状の対応能力を測る地震被害想定＝地震防災戦略• 現状の対応能力を測る地震被害想定＝地震防災戦略

• 「地震被害想定」⇒「災害状況像の想定」へ

– 災害状況像＝被害と可能な対応シナリオの重ね合わせ

– 行政だけではなく，各地域・地区で当事者が行うべき．
• コミュニティの災害状況像

• 業務地区の災害状況像



防災まちづくりの課題防災まちづくりの課題
自助・共助・公助のあるべき姿の実現

社会の安全化に不可欠な「自助」「共助」「公助」

社会の安全化に不可欠な「自助」「共助」「公助」

「自助」「共助」「公助」
社会の社会の

理想像？！

【公助】

【自助】 【共助】

「自助」「共助」「公助」の実際

• 自助：自分の命は自分で守る！

例：非常用持ち出し袋を買う 家具の固定を考える

共助 「まち は共助の主体である！

例：非常用持ち出し袋を買う．家具の固定を考える
（実施率２０．８％ ）公助の言い訳

• 共助：「まち」は共助の主体である！

例：年に１回，避難訓練を行う程度．

共助の自己満足

自助 無策

• 公助：防災を重要施策と位置づけます 皆さんも

多くの住民は，参加するか，どうかも考えない自助の無策

• 公助：防災を重要施策と位置づけます．皆さんも
がんばってください！

限れらた財源の中で できることを行う限れらた財源の中で，できることを行う．
（公立学校の耐震化率51.8パーセント（H18）

※皆さんのお住まいの自治体は？ 0%～100％まで）



「自助」，「共助」，「公助」のあるべき姿

相互の責任，役割分担につ
事前 合意

状況認識に基づき，自律
的に対策を推進 いて事前に合意的に対策を推進

防災施策の適正化防災施策の適正化

公助自助 共助

起こりうる地域の被災状況に関する共有認識

現状の防災性について共有認識現状の防災性について共有認識

⇒持続的な「自助」「共助」「公助」の実現

災害イメージを高める災害イメージを高める

災害イ ジを高めるため 素材• 災害イメージを高めるための素材

• 過去の事例

• 被害想定

⇒

• 過去の災害から学ぶときの留意点

• 被害想定から学ぶときの留意点

過去の災害から学ぶときの注意

• 阪神・淡路大震災／東日本大震災の残像が強い

社会全体が阪神淡路 東 本大震災 災害状況像 引きずられる傾– 社会全体が阪神淡路／東日本大震災に災害状況像に引きずられる傾
向にある

– 学び過ぎは良くない！

• 阪神淡路／東日本大震災で現れた災害状況像阪神淡路／東日本大震災で現れた災害状況像

＝「当時の時代の空間，システム，人」，「気象条件」という条件付

– 限定条件付であることを意識すべきである．限定条件付 あ を 識す あ

• 今の市街地なら？ 気象条件が変わったら？ 今の地域社会なら？ 今の人間な
ら？

⇒ 万能の教科書ではない⇒ 万能の教科書ではない．

＝今の時代，自分の地域に即した翻訳作業が必要

⇒ そのためには，「環境と人を看る目」と「想像力」が重要．そのためには， 環境と人を看る目」と 想像力」が重要

東京の密集市街地と神戸の市街地の比較

色分けは「延焼」運命共同体

⇒広幅員道路の入り方が全くに
異なる．

↓杉並区高円寺駅北地区

↑神戸市長田区新長田北地区
震災時の赤色区域が延焼区域震災時の赤色区域が延焼区域
（ベースマップは被災後）

阪神淡路大震災で最大の焼失区域

＊同スケール



これからの防災まちづくり

時代のトレンド：細る行政機能

社会のニーズ

以前の縦割り行政 現在の縦割り行政

首都大学東京客員教授 竹村公太郎氏の説明をもとに作成

時代の潮流をふまえた防災まちづくりの新たな方向性

• 大都市・成長型モデルからの脱却
– これまでは，成長期の東京モデル

– これからは，地方都市モデルの創出が不可欠

防災「だけ からの脱却 今は盛り上が ているが• 防災「だけ」からの脱却・・・・・今は盛り上がっているが．．．
– 防災「だけ」まちづくり⇒防災「も」まちづくり

啓発は重要だが その限界をふまえるべき– 啓発は重要だが，その限界をふまえるべき

• 義務とボランティアを超えるもの
– 防災を付加価値へ防災を付加価値へ．

• 防災まちづくりを進める三点セット
– 市民先行・行政後追いの型市民先行 行政後追 型

– 地域の必要性から新しい制度・仕組みを作りだす

– NPOを含む多様な人材，組織の連携（新しい公共）

時代の潮流をふまえた防災まちづくりの新たな方向性

• 大都市・成長型モデルからの脱却
– これまでは，成長期の東京モデル

– これからは，地方都市モデルの創出が不可欠

防災「だけ からの脱却 今は盛り上が ているが• 防災「だけ」からの脱却・・・・・今は盛り上がっているが．．．
– 防災「だけ」まちづくり⇒防災「も」まちづくり

啓発は重要だが その限界をふまえるべき– 啓発は重要だが，その限界をふまえるべき

• 義務とボランティアを超えるもの
– 防災を付加価値へ防災を付加価値へ．

• 防災まちづくりを進める三点セット
– 市民先行・行政後追いの型市民先行 行政後追 型

– 地域の必要性から新しい制度・仕組みを作りだす

– NPOを含む多様な人材，組織の連携（新しい公共）



防災をどう位置づけるか

• １９９０年代後半：天津市の事例：
防災計画管理システムの開発– 防災計画管理システムの開発

• ２００９年「地方の元気再生事業」

– 「ＹＯＫＯＳＯ！ ＡＳＡＫＵＳＡ 外国人観光客安心向上プロジェクト– 「ＹＯＫＯＳＯ！ ＡＳＡＫＵＳＡ 外国人観光客安心向上プロジェクト
～災害時にも安心のおもてなし～」

防災を付加価値として位置づける時代へ

時代の潮流をふまえた防災まちづくりの新たな方向性

• 大都市・成長型モデルからの脱却
– これまでは，成長期の東京モデル

– これからは，地方都市モデルの創出が不可欠

防災「だけ からの脱却 今は盛り上が ているが• 防災「だけ」からの脱却・・・・・今は盛り上がっているが．．．
– 防災「だけ」まちづくり⇒防災「も」まちづくり

啓発は重要だが その限界をふまえるべき– 啓発は重要だが，その限界をふまえるべき

• 義務とボランティアを超えるもの
– 防災を付加価値へ防災を付加価値へ．

• 防災まちづくりを進める三点セット
– 市民先行・行政後追いの型市民先行 行政後追 型

– 地域の必要性から新しい制度・仕組みを作りだす

– NPOを含む多様な人材，組織の連携（新しい公共）

広域ゼロメートル市街地における地域の取り組み（新小岩北地区） 広域ゼロメートル市街地における地域の取り組み（新小岩北地区）



機会があれば機会があれば

• 防災の基本• 防災の基本

• 東日本大震災の復興まちづくりからみる防災都市づくり ま• 東日本大震災の復興まちづくりからみる防災都市づくり，ま
ちづくりの論点

• 業務地区の防災の進め：都市再生法改正

• 帰宅困難者は何が問題か？！

• 残された防災課題

ご清聴ありがとうございました

本日の資料本日の資料

加藤孝明 東京商工会議所で検索

Pdfをアップロードしておきます！


